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第６期事業報告 

（平成２５年７月１日から平成２６年６月３０日まで） 

 

一般社団法人日本マンション管理士会連合会（以下、「日管連」と略す）のこの１年間、す

なわち、昨年７月１日から本年６月３０日までの事業について次の通りご報告申し上げます。 

 

Ⅰ.組織に関する事項 

 

１．会員数 

この１年間においては新たな入会はなく、昨年の定時総会直後の８月３１日を以って

「なにわマンション管理士会」が解散しましたので、本年６月１日現在４８団体（会

員所属マンション管理士は２，０９４名）となっています。 (会員別マンション管理

士数は別紙ご参照) 

 

２．理事会開催状況と主な議題  

 ・平成２５年 ７月２５日（木）第５回定時総会議案について 

 ・平成２５年 ８月２７日（火）第５回定時総会時に開催。三役選任。 

 ・平成２５年 ９月 ５日（木）新理事業務分担について 

   ・平成２５年 ９月２６日（木）新倫理規程見直し及び合同研修会について 

   ・平成２５年１０月２４日（木）補助事業及び合同研修会について 

   ・平成２５年１１月２８日（木）組織体制整備及び実務研修会について 

   ・平成２５年１２月１７日（木）組織体制整備及び実務研修会について 

  ・平成２６年 １月２３日（木）組織体制整備（基本方針）について 

   ・平成２６年 ２月２７日（木）組織体制整備（基本方針）について 

   ・平成２６年 ３月２７日（木）組織体制整備（支援訪問）及び新倫理規程見直し報告

について 

   ・平成２６年 ４月２４日（木）組織体制整備（日管連定款と会員会標準定款）について 

   ・平成２６年 ５月２２日（木）組織体制整備（日管連定款と会員会標準定款）について 

           ・平成２６年 ６月２６日（木）組織体制整備（総会議案と会員会標準定款）について 

 

 ３．「組織体制整備検討委員会」の活動 

日管連が国家資格者であるマンション管理士のわが国唯一の全国的組織団体で、国や社

会の信頼と高い評価を獲得しうる団体として、マンション管理士法制定と中長期計画実

現を目指す出発点となる組織再編成、新組織を見据えた日管連定款改正及び会員会に対

する日管連会員会標準定款の制定等の活動を今期は精力的に行い、委員会を１１回開催

しました。具体的な活動は以下の通りです。 

（１）組織再編成の移行計画に関する事項 

    昨年の第５回定時総会において、最良の組織再編成方式として考えらえる「日 

本マンション管理士会連合会、都道府県単位一会員会」(連合会方式)についての検
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討を、当期の最重要課題として、理事会との密接な連携の下に、鋭意検討を進め

てまいりました。 

・「組織再編成による各会員会の対応(基本方針)」及び「組織再編成にあたって厳守

すべき事項」を平成 26年 3月 13日付で全会員会に対して会長名通達を発信しま

した。 

         基本方針の主な内容として、組織再編成については、各会員会を解散し、新た 

に都道府県名を冠した一般社団法人であるマンション管理士会を設立すること

を原則とし、都道府県会員会がより実現性の高い再編成の方法を希望する場合は、

日管連が制定する会員会標準定款に準拠した定款・会則を制定することを条件と

して、既存の都道府県名を使用する等の対応が認められることになっています。 

また、組織再編成にあたって厳守すべき事項については、マンション管理士は、 

住所又は事務所所在地に存する会員会のいずれか１会員会に限り所属するとし、

重複して他のマンション管理士会に入会してはならないとしています。 

さらに、会員会が、公正・中立性を堅持するために厳守すべき事項の範囲内で 

 組織再編成を進める内容になっています。 

       本通達の詳細については、第３号議案の別紙をご参照ください。 

      ・組織再編成方針の地区別説明会を開催希望のありました九州、関西、新潟で行い、

説明会には、会長、副会長、事務局長が出張し、大変活発かつ有意義な説明会と

することができました。 

・日管連組織再編成移行計画（スケジュール）案（詳細は、第３号議案をご参照くだ

さい。）を作成しました。 

・組織再編後の日管連運営経費及びに日管連年会費の試算を行ってきました。 

        組織再編成後予想される日管連運営経費については、詳細についてまだ未確定な

部分もあり、そのため日管連年会費及び日管連登録料については、平成２７年１

月開催予定の日管連臨時総会に上程できるよう準備を進めています。 

尚、日管連年会費については、数年間の段階的値上げを想定しています。  

・平成２５年１２月２６日付会長名文書、「日管連の組織体制見直しに伴う特定非

営利活動法人（ＮＰＯ法人）である会員会の組織変更について)」を発信し、ＮＰ

Ｏ法人については、既存の事業から、マンション管理士に求められる公平性及び

中立性を堅持するために、個人事業者としてのマンション管理士の集まりである

都道府県単位で１会員会となるマンション管理士会への加入又は、遅くとも新組

織移行日までに、分離して一般社団法人とする方向で検討することを要請致しま

した。 

 （２）日管連定款改正案及び日管連会員会標準定款案に関する事項 

      組織再編成に伴い、また日管連と会員会との密接な連携を図り、かつ将来のマンシ

ョン管理士登録制度の業務受託を目指して新たに日管連登録マンション管理士制

度の新設を盛り込んだ日管連定款改定案（詳細は、第４号議案をご参照ください。）

及び日管連会員会標準定款案（詳細は、第５号議案をご参照ください。）を作成し

ました。 
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     特に日管連会員会標準定款案については、「日管連標準定款コメント」を添付し、

法人法に規定する条項、定款の定めがなければ効力が生じない事項、必要的記載事

項等を明示し、また、数会員会から貴重なご意見を頂き、それに基づいて修正を行

い、本総会に議案として上程致しました。 

  （３）新倫理規程施行に伴う諸作業について 

・平成２５年９月３０日付の日管連会長文書において、各会員会に対して、第５

回定時総会において可決承認された「新倫理規程」の施行日までに、各会員会の

定款・会則及び倫理規程等を確認して、必要があれば、定款、会則及び倫理規程

の改定を要請しました結果、各会員会の真摯な対応により、既に多数の会員会に

おいて、定款、会則及び倫理規程の改定作業が終了しています。  

・新倫理規程は、第５回定時総会決議に基づき、予定通り平成２６年８月２７日

に施行します。 

     ・また、複数の会員会が存在する都府県の会員会宛に、組織再編成を前提とし      

た、「将来を見据えた倫理規程という位置づけにて、相互連絡の上、同一地域      

で、できるだけ共通の改正等を進めていただく」ことを要請しました。 

      これを契機として、複数の会員会が存在する都府県においては、「協議会」開      

催の機運が高まり、各都府県において定期的に協議会が開催されるに至っていま

す。 

 

４．「ADR検討委員会」の活動   

・平成２１年４月、国土交通省からの助言もあり、ADR法に基づく ADR事業認証を目

指し「ADR 検討委員会」を設置し、原則として月１回の例会を開催し、理事会の意

向を踏まえて、日管連が目指す当事者自身の対話により紛争解決をす行う場を提供す

る ADR（以下、「対話促進型 ADR」という）の実現に向け検討を重ねてきました。 

・平成２３年１２月には法務省へ事前相談の申請を行い、本格的な申請に向けた検討作

業に入りました。しかしながら、平成２４年秋に法務省より国土交通省に対して、日

管連が実施する対話促進型 ADR に関係する意見書の提出要請があり、その意見書提

出までは事前相談作業が中断している状態です。 

・しかし、今年の春先には、国土交通省より直接法務省と意見交換する旨の回答があり

ました。今後は、事前相談の再開、及びそれに伴い認証に向けた具体的な事業整備が

急務となると思われます。 

・今年度は、対話促進型 ADR に対する理解の促進を図るため、平成２６年１月１６日

にすまい・るホール（東京・水道橋）にて「ＡＤＲ事業に関する説明会」を開催致し

ました。 

・さらに、主にＡＤＲ法上求められる研修制度の具体的な企画案の検討並びに具体的な

対話促進型 ADR事業に関する検討をしてきました。 

 

 

５．「モデル事業等研究委員会」の活動 
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   ・モデル事業等研究委員会では、平成２１年度及び２２年度の国土交通省補助事業のう

ち個別管理組合支援事業（いわゆる「モデル事業」）の採択２０案件についてフォロ

ー調査を行い、一昨年５月に、「マンション等安心居住推進事業＜管理組合等の取組

支援に係る事業の報告＞」を取り纏め会員会宛てに頒布致しました。 

・今期につきましては、同２０案件の他、「不採択案件」についてもフォロー調査を行

いました。その結果、全７０件中５０件から回答を頂き、結果は日管連の会員専用Ｈ

Ｐに掲載致しました。その内容については平成２５年度補助事業「マンション管理適

正化・再生推進事業」の一環として開催された実務研修会で報告をさせて頂きました。 

・また、同補助事業の応募に際しては、理事会の承認に基づく臨時審査機関として、「専

門家の活用も含めた新たなマンション維持管理の適正化に係る事業」について、会員

会所属マンション管理士からの応募案件の審査を実施し、国土交通省からは６案件が

採択されました。 

・なお、平成２６年度同補助事業につきましても、審査機関として審査を実施致しまし

た。 

 

６．「適正化推進行政政策検討委員会」の活動 

・ 昨年１月２０日に開催した第６回マンション管理士合同研修会埼玉大会において、会

員会のご協力を得て全国の地方行政担当部署と面談の上、マンション管理に係る施策

実施状況を調査頂いたものを「マンション管理適正化法推進行政政策調査」としてま

とめて報告させていただきましたが、昨年４月に発足した適正化推進行政政策検討委

員会は、今後の地方自治体の行政政策の推進のための資料としてこれを取りまとめる

ことが必要と考え、ご回答頂いた調査結果に東海地区を加え、精査・検討し、本年３

月末には冊子「マンション管理適正化全国行政政策調査報告書」として刊行致しまし

た。 

・本報告書は各行政のマンション管理施策が一覧できるだけでなく、当該地域の「マン

ション化率」をひとつの重要な尺度として導入することにより、各地のマンション化

の「発展段階」ごとにどのような施策がとられているかが俯瞰できるという、これま

でにない斬新な視点で分析がなされており、行政の担当者は勿論のこと、行政との接

点が多い、我々マンション管理士にとっても貴重な１冊となりました。 

 

 Ⅱ.事業に関する事項 

 

  １．国・自治体及び関係団体等との連携・要望事項 

  （１）国土交通省 

① 補助事業 

・日管連は、平成２５年度の国土交通省補助事業「マンション管理適正化・再生推進

事業」及び「マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題の解決に向けた成

功事例の収集・分析等を行う事業」の両事業に応募し、このうち、「マンション管

理適正化・再生推進事業」について採択され、個別管理組合支援として６管理組合
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６，１３６，８１４円、研修事業として３，３８７，４９８円、合計９，５２４，

３１２円の補助金の交付を受けました。（詳細は決算（案）議案ご参照） 

・平成２６年度につきましては、昨年と同様、「マンション管理適正化・再生推進事

業」及び「マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題の解決に向けた成功

事例の収集・分析等を行う事業」について応募を致しました。このうち、個別管理

組合支援につきましては、既述通り「モデル事業等研究委員会」が応募案件９件の

審査を行い、内５件を選抜し、国土交通省への申請案件と致しました。また「管理

組合に専門家を派遣するための人材確保に係る体制整備」に関しましては、「管理

組合に派遣のための研修会」と特徴付けて「合同研修会」と「実務研修会」を申請

しました。その結果、７/１８付けで採択されました。 

・また、「マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題の解決に向けた成功事

例の収集・分析等を行う事業」については、残念ながら不採択となりました。 

 

②マンションの新たな管理ルールに関する検討会 

・平成２４年８月２９日の第９回会議を最後として、引き続き中断状態にあります。 

 

  （２）（公財）マンション管理センター 

① 評議員 

・親泊会長が定時評議員会（６月）に出席しました。 

② マンション管理研究会 

・標題の研究会の委員を委嘱されている親泊会長が４回（回号／第１２回～１５回） 

の会議に出席しました。  

③マンション総合調査検討委員会 

・平成２５年度マンション総合調査の業務を受託したセンター内に標題の委員会

が設置され、委員の委嘱を受けた親泊会長が２回の会議に出席しました。 

④マンションみらいネット 

・昨年１月より「みらいネット普及促進事業」が開始され、関東圏８会員が協力団体

として所属マンション管理士の中からプロジェクト・リーダーを選任し推進体制を

整え取り組み中で、これまでに２件が成約しています。 

⑤マンション管理士試験のリーフレット 

・マンション管理士試験の受験案内リーフレット「国家資格マンション管理士ガイド

（平成２６年度版）」の「活躍するマンション管理士」のコーナーの執筆者として、

会員所属の５名のマンション管理士を推薦しました。 

 

  （３）国会議員 

① 総会懇親会出席議員 

・昨年の定時総会後の懇親会には、以下の４名の国会議員の方々が出席され、激励の

祝辞を頂戴し、大変盛況でした。 

小池百合子（自民党） 衆議院議員 
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小林 鷹之（自民党）   衆議院議員 

井上 義久（公明党）   衆議院議員（公明党マンション問題議員懇話会会長） 

前田 武志（民主党）   参議院議員（元国土交通大臣・民主党住宅・マンシ

ョン対策議員連盟会長） 

② 国政選挙 

・昨年７月の参議院議員選挙の際は、山東昭子候補（自民党 元参議院副議長）と政

策協定書（マンション管理士法（仮称）制定およびマンション管理適正化法改正）

を締結して推薦しました。 

・なお、この参院選において、民主党がマニュフェスト・選挙公約関係の「政策集」

で「マンション管理適正化法を改正し、マンション管理士の権限を強化する」とし

て注目を集めました。 

・９月２６日に佐藤ゆかり自民党参議院議員の政治パーティーに瀬下副会長が出席

しました。 

・本年５月２８日に前田武志民主党参議院議員（元国土交通大臣・民主党住宅・マ

ンション対策議員連盟会長）のモーニング・セミナーに村上事務局長が出席しま

した。 

       

  （４）自治体 

・本年７月８日に国土交通省が主催する地方行政担当者向けの「マンション政策行政

担当者連絡会議」に親泊会長・村上事務局長が出席し、親泊会長は挨拶の中で、マ

ンション管理士団体の全国組織である日管連について改めて説明し、マンション管

理適正化指針で要請されている地方公共団体の努力義務にふれ、地方行政のマンシ

ョン管理施策の推進協力者としての会員会及びマンション管理士の活用を呼びか

けました。 

 

  （５）（一社）マンション管理業協会 

・１月１４日の賀詞交歓会に親泊会長・瀬下副会長・佐藤副会長・村上事務局長が出 

席しました。 

・従来の「マンション長寿命化協議会」が３月２５日をもって「マンション２０２５ 

ビジョン懇話会」と改組されるとともに、親泊会長が引き続き委員を委嘱され、２

回の会議に出席しました。 

・６月３日の定時総会後懇親会に親泊会長・瀬下副会長・村上事務局長が出席しまし 

た。 

 

（６）（一社）日本マンション学会 

  ・日本マンション学会の呼びかけにより、日管連、一般社団法人マンション管理業 

協会、 ＮＰＯ法人全国マンション管理組合連合会の４団体共催によるマンション

コミュニティシンポジウム「マンションコミュニティは必要か?どうすべきか?」が

10月 19日（土）に明海大学キャンパス（千葉県・浦安市）で開催されました。日
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管連からは、親泊会長の基調講演、パネルディスカッション参加および東京都マン

ション管理士会中山副理事長の事例紹介が発表されました。 

  ・４月１９日～２０日に平成２６年度日本マンション学会仙台大会（於：東北工 

 業大学）が開催され、多くの会員会所属マンション管理士が参加しました。 

  ・佐藤副会長が今年度の総務委員に就任しました。 

 

（７）NPO法人全国マンション管理組合連合会（全管連） 

・前年に引き続き、全管連会員のＮＰＯ法人日本住宅管理組合協議会（日住協）主催

の第１１回首都圏マンション管理大学を後援し、また、親泊会長が「マンション管

理適正化法とマンション管理士制度」のテーマで講義を行いました。 

 

（８）（一社）マンション計画修繕施工協会 

・６月４日の定時総会後懇親会に親泊会長・村上事務局長が参加しました。 

 

２．会員への支援・研修・連絡調整  

  （１）各種研修会 

① 合同研修会 

・１１月８日（金）に実行委員会の（一社）北海道マンション管理士会のご協力の下、

札幌市にて第７回マンション管理士合同研修会北海道大会を開催し、８７名の参加

がありました。 

・研修の中では、マンション管理士が管理組合の役員に就任し、管理組合の当事者と

なって問題の解決に当たっている実例が紹介されたことのほか、レビン小林久子氏

による合意形成のための話し合いの進め方のポイントの講義及びロールプレイの

実践演習などが行われました。 

② 実務研修会 

・１月１６日（木）に東京・水道橋のすまい・るホールにて第６回マンション管理士

実務研修会を開催し、１７５名の参加がありました。 

・研修については、過去の補助事業の個別管理組合支援事業を主体に、第三者管理や

管理適正化などの事例紹介が行われました。 

・本研修内容を録画し、全国 6都市（札幌・仙台・名古屋・大阪・広島・福岡）で研

修会を開催し、２５２名（東京会場と併せて合計４２７名）の参加がありました。 

 

  （２）各種セミナー等の後援 

・会員が開催する各種セミナー・相談会等のうち３５件について後援をしました。 

 

  （３）マンション管理士賠償責任保険 

    ・㈱損害保険ジャパンの協力を得て、平成２３年１月１日よりスタートしたマンショ

ン管理士賠償責任保険は、約３年を経過する中で保険約款の見直しを行い、「保険付

保の瑕疵に起因する損害賠償請求」等を免責条項から削除する等保険担保範囲の拡
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大を致しました。 

    ・発足当初は５４０名の加入でしたが、加入者はその後順調に増え、４年目の 

スタート時現在は６６８名であり、本年６月１日現在７０８名となっています。 

(会員別内訳別紙）                             

・平成２４年１月１日より追加された「第三者管理者特約付きプラン（Ｅ・Ｆ）」に

は、最新情報として１０名の所属マンション管理士がこれに加入しています。 

   

  （４）その他会員支援体制 

・日管連HPの中の会員専用のページに従来からの情報発信のほか、毎月会員向けの

「会報」も作成し、会員用ＭＬで発信する他、会員専用ページにも掲載しています。 

 

３．マンション管理士制度の周知・普及 

   （１）各種マスコミ対応 

・今年度もマスコミの取材は多く受けました。特徴的であったのは、いわゆる「管理

不全マンション」とそれに取り組むマンション管理士に関するものが多く見受けら

れたことです。こうした報道からマンション管理士に対する社会的な認識も着実に

深まっているものと推察されます。 

・特に、「マンション誰のものか」シリーズで特集を組み、継続的にマンション問題

を掲載し定評のある日本経済新聞が、昨年１１月、一般紙として初めて「マンショ

ン管理士法の制定」を訴えたことが特筆されます。 

・日管連としては、今後とも機会あるごとにマンション管理士の活動に関する情報を

発信し、マンション管理士制度の周知・普及に努めてゆく所存です。 

 

以 上 

 

 


